
























































































































































































































































































































































































































































































































大気汚染 基　準　値 基準設定者 今年度 昨年度 産業平均
??????? ???? ???? ???? ???? ????
記述事項二掲載すべき事項一数値の説明
　　　　　　　　　　一組織業績報告の目的
　　　　　　　　　　一産業大気汚染監視団報告書
　　　　　　　　　　一地方政府報告書
　　　　　　　　　　一労働組合の反応
　　　　　　　　　　一企業の反応
（例えば，水質汚濁，作業環境の汚染，周辺・地域騒音などについても，同様の報
　告書を作成する。）
　3）社会監査一外部者による社会報告書
　社会監査という用語には種々の意味があるが，ここでは主に「企業社会報
告書の組織外部者による作成」がとりあげられている6そのため，「社会監査
社」の業績・「反体制情報サービス」の業績・「地方官庁」の社会監査・社
会的業績を監視する「中央政府機関」の役割などが論じられる。そのうち，
社会監査社の仕事が最もよく知られている。社会監査社は「公衆～般に対す
る政府と企業の対応を改善することにかかわる独立の非営利団体」であり，
その目的は「経済民主主義のための合理的な保障条項が世界的な法律や社会
監査のなかで具体化される日へ向けて，前進の可能性を提示すること」とし
ている（70＞。まず，エイヴォソ・ラバー社の社会監査（71）について説明し，「環
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境に関するセクションでは，統計的要約値と基準遵守アブn一チが用いられ
ている」と述べている。ついで，テユーブ・インベストメント社㈹とアルカ
リ監視協会について述べている。なお，これらの社会監査社の報告は「アカ
ウンタビリティ」の履行を最優先の目的としており，著者らの「必要基準」
を満たす程度が高い㈹ものであるが，どのようにこれらの目的と関連してい
るかを評価することは難しいという。しかし，それにもかかわらず，エイ
ヴォン・ラバー社の報告書はイギリスにおける企業社会報告の最も徹底した
重要な事例である｛74）と述べられている。
　ついで「反体制情報サービス」について述べられるが，これは「社会監査
社」とは異なり，前にみた「反資本」あるいは「ラディカル・グループ」で
あり，各社に対する「アンチ・レポート」が有名である㈹。しかし，これら
は一つの支持基盤にのみ直接関与するものであるので，著者らの「フレーム
ワーク」で彼らの仕事を評価し分析することは適切でないとしている。すな
わち，それらは，「客観的で，バランスのとれた，そして偏向のないコミュニ
ケーションの形式」としての企業社会報告には，ほとんど適合性をもってい
ないと（76）。
　最後に，地方官庁の社会監査がとりあげられ，そこでは法律およびその他
の基準の遵守の監視，地方の商業活動の地方官庁によるコスト・ベネフィッ
ト分析などで多くの社会的役割をはたしているとされる。なお，これと関連
して，社会的業績に対する中央政府の監視が問題とされる。ここでは，社会
的アカウソタビリティの展開に対する国家の役割は複雑で好悪共存的（a一
（70）　Gray　et　aL，“oP，　cit．”，　p，　136
（7Dなお，エイヴォソ・ラバー社の「従業員監査報告」（p，！38，　p，140）参照。
（72）なお，テユーブ・インベスト社の「事例」（p，142）参照。
（73）　Gray　et　aL，“op，　cit．”，　p，　144
（74）　Gray　et　al，，“oP．　cit．”，　p，　145
（75）アンチ・レポートについては，「事例」（p，147）参照。
（76）　Gray　et　al，，”oP．　cit．”，　p，　146
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mbivalent）．であるとして，アカウンタビリティの「プリンシパルーエージェ
ソト・モデル」の観点から国家の役割を述べているが，企業社会報告の実
践においては重要なウェートはおかれていない。すなわち，中央政府の社会
監査は企業社会報告の重要な要素であり，実際に組織行動を制約する重
要な役割をはたしうるものであるが，社会的アカウンタビリティの立場から
みれば，公衆に利用可能な情報が欠如しているため困難であると述べてい
る。
lV　グレイら「企業社会報告」の特徴
　1）グレイら「企業社会報告」の特徴と評価
　最後に，グレイらの「企業社会報告」の特徴について述べてみる。
　まず，彼らの思想的立場についてみると，現在の所得・富・権力の配分に
ついては必ずしも是認的ではなく，またこれらを生み出している特定の構造
とプロセス（資本主義体制）についても全面的には賛成ではなく，これらの
体制とくに，それから導き出される非市場効果の無視を変える必要があると
いう立場にた・ている（77’・しかし・cgでは変化は「靴」（・ev・1・・i・n）．で
はなく「進化」（evolution）によって達成されるとし，そうであるべきである
と信じられている㈹。このように，「企業の社会報告のための責任とアカウ
ンタビリティとの識別のための経験的基礎とよばれるものは，進化の用具で
ある」として，社会と組織の両者に対して「多元主義的な観点」㈹がとられ
ている。そして，この点から「イギリスで企業社会報告がとるべきと信ずる
方向」（80）として，「理論（処方箋）の公表と企業社会報告実務」の結合が重要
（77）　Gray　et　al，，“op．　cit．”，　p．　200
（78）　Gray　et　al．，“oP．　cit，”，　p，　200
（79）　Gray　et　al，，“oP．　cit．”，　p，　200
（80）　Gray　et　al，，“op．　cit．”，　p，　199
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であり，企業社会報告の理論的枠組（「必要な特性」）とその具体的方法（「基
準遵守報告書」）が提案されるのである。
　そこで，この書の特徴をより明確にするため，外国雑誌に掲載された本書
の「書評」の若干について紹介してみる。まず，デッカーは，この書の中核
は「アカウンタビリティ」概念にあるとし，とくに社会報告に必要な「四つ
の特性」（前述）が重要であること，「基準遵守報告書」（前述）を提案してい
ることにその特徴があると指摘している。そして，著者らの立場が，変化の
必要性を「革命」ではなく「進化」によって達成されるとし，また社会と組
織についての「多元的な見地jにあること，社会報告にとっては「財務数
値」のみならず「非財務数値」が望ましいとしていることをあげている。な
お，本書の問題点としては，イギリス以外の文献がとりあげられていないこ
となどが指摘されているが，他方，豊富な「文献目録」はこの領域の研究に
おける「よい出発点」として役立つといっている（81）。
　ついで，マシューは，本書は企業社会報告の領域における斬新な文献であ
るとし，社会会計の有用なテキストであるとしている。彼らによれば，この
文献の基礎的な考え方は，「コーポレート・レポートjによって操作化され
た「企業と社会の社会契約」にあり，「アカウンタビリティ」が生ずる主要な
形態が「企業の社会報告」であるとする。したがって，この書は「社会的ア
カウンタビリティ」の意味と関係状況の吟味からはじめられていると。この
評者によると，本書の問題点がいくつか指摘されている。まず，外部性，政
府基金による活動の評価，この領域の批判的な理論についての議論がすくな
いことがとりあげられ，このような外部性の識別・測定・評価についての議
論は，本書の主題とする「アカウンタビリテa」に関係の深いことから重要
であるとされる。また，この書が従業員領域に対する付加価値計算書に関心
（81）　H，C，　Dekker　（Nijenrode　School　of　Business，　Netherlands），“Accounting，　Auditing
　＆　Accountabilitor　Journal”　，　3－1　，　1988，　pp，67－69
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が傾いており，環境／製品面については過小評価されていると批判してい
る。つぎに，公共責任による企画の評価がふくまれておらず，社会会計の研
究の大半は私的組織の業績に向けられているとする。そして最後に，社会報
告に対する批判的文献がとりあげられていないので，不公中な批判になって
いると述べている。しかし，それにもかかわらず，この書の長所はこれらの
短所を補ってあまりがあり，とくに類型化が明確であり，豊富な事例，すぐ
れた文献目録などがこの書のメリットであり、この領域における「卓越し
た」テキスト文献であると結んでいる（82）。
　また，カウトンは，本書の主要な目的は，凝集的な方法で，多様なアブ．
n一チをレビューすることにあるとし，著者らの立場は，保守主義と進歩主
義の間にあり，社会と個人組織を「利害関係者グループ」からなるとする
「多元的な見地」にたっているとし，「革命的変化」ではなく「進化的変化」
を希望している点にあると述べている。そして，前にもみたように，「基準遵
守報告書アプローチ」を優先して考えていることを指摘し，また著者たちの
アブ．ローチは「アカウンタビリティ」概念を用いて行っており，必ずしも財
務数値によらないことも特徴であるといっている。そして，本書はこの主題
と取り組んだ「徹底的によく作られた試み」であると推奨している（83）。
　2）社会関連会計体系と「企業の社会報告」
　以上で述べたことからも明らかなように，グレイらの「企業の社会報告」
は，つぎのような特徴をもっている。
　まず，理論的な特徴としては，①「利害関係者アブ．ローチ」の採用。すな
わち．社会と企業との社会契約ということを通じて，利害関係者アプロー
チ，多元的アブ．ローチをとっている。そして，保守と進歩のどちらにも偏し
（82）　M，　R，　Mathews　（Massy　University，　New　Zealand），“British　Accounting　Review”，　，
　1988，　pp．　201一　3
（83）　C．Cowton　（Templeton　Cotlege，　Oxforcl），“Accounting　and　Businsss　Research”，
　Summer，　1988，　p．　269－271
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ない立場をとっている。②「アカウンタビリティ概念」の拡充。その理論的
基礎は「アカウンタビリティ」とその拡充，社会的アカウンタビリティの展
開にある。すなわち，企業社会報告の方法論的基礎を，企業がもつアカウン
タビリティとその解除におくことによって，その拡充（「社会的アカウンタ
ビリティ」）を企業社会報告の展開と結びつけ，例えば従業員関係への情報
もその一つとして把握している。③企業社会報告の「フレームワーク」の提
示。すなわち，企業社会報告の実行可能な枠組が考えられており，そのため
の「必要な特性」として四つをあげ，その具体化へと接合している。④「基
準遵守報告書」の推奨。社会報告の方法としては，財務情報にとらわれず，
非財務情報もとりいれ，とくに基準値と比較してその達成度を報告する「基
準遵守報告書」を推奨していること，などがあげられる。
　また，その形式的な面についてみると，①「網羅的」テキスト。すなわ
ち，企業の社会報告についての網羅的な研究書であり，この領域の過去・現
在についての全体像が概観されており，その理論・歴史・方法などを全体に
わたってカバーし，その内容は多彩で，また豊富である。②「学説・文献」
的研究書。すなわち，この領域についての主要な学説や主張が評論的にとり
あげられており，とくに巻末の文献目録（15ページ）は参考となるところが
多い。そして，説明にあたっては，一つの理論をその反対論と対置するな
ど，両論並量的に公平にとり扱われている。③「事例」研究文献。すなわ
ち，豊富な事例（企業・官庁），多数の図表を用いて説明されており，イギリ
スの法規や実務の実際についても参考となる点がすくなくない。
　以上で述べたように，本書は理論面・形式面ともに多くの特徴をもつ，企
業社会報告の重要な文献であるということができる。しかし，若干の問題点
をあげてみると，つぎのようである。
　①まず，著者らのとる「利害関係老アプローチ→社会契約→アカウンタビ
リティ→社会的責任→企業社会報告」という論理展開は，企業を社会のなか
の一員として位置づけ，そのことから社会（利害関係者）に対するアカウン
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タビリティを説明しようとするもので，妥当な説得力のある主張であるが，
企業が社会に対してもつ関係をどこまでと考え社会契約の基礎とするのか，
また法制度との関係ではどうなのか，という一番基礎的・具体的なところで
曖昧な点があるように思われる。この点は，「アカウンタビリティ」理論に常
に随伴する問題ではあるが，本書の最も重要な問題点であり，その明確な理
論づけがこれからの課題であるといえる。すなわち，このような立論は，結
局のところ，企業は社会に対してどこまでアカウンタビリティをもつのか，
理念的なものと法律的なそれとの関係において，理念はどれだけの意味・拘
束をもつのか，さらにいえぽ，「ゲームのルール」（前述）で説明しきれるの
かという点の理論的解明につきるように思われる。難しい問題ではあるが，
今後の課題であろう。
　②本書では，社会報告の諸方法が個別的に分析され，財務情報に対して非
財務情報に優位を与え，とくに「基準遵守報告書」が推奨されているが，そ
の解明は個別的であり，総霊的に説明されている。一つ一つの方法の注釈で
はそれでよいとしても，企業の社会報告の「理論」としては体系的でないよ
うに思われる。もっとも，体系化しないで，個々別々なところにこの領域に
おける著者らの主張の特徴があるのかも知れないが，社会報告の「理論」の
構築という点からみれば，実務に傾きすぎているようにも思われる。この領
域における将来への理論展開のためにも，財務情報と非財務情報を統合した
体系的な枠組は考えられないだろうか。「基準遵守報告書」についても，実行
可能という点からみればやむを得ないのかも知れないが，実務的・法制的す
ぎるように思われる。企業の社会報告「理論」，とくに会計理論としては，よ
り体系的・統合的な方法論の構築が望まれる。すなわち，規範的とはいわれ
ても，より高い観点にたって，企業と社会の関係を長期的な方向性において
とらえ，現状を改革していくような姿勢が重要であると考えられる。このこ
とは実行可能性と理論的方向性とのかね合いの問題であるが，本書の立場は
あまりにも前野にとらわれているように思われる。この点は，やや望蜀的な
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注文であり，また逆にこの書のもつ特徴を抑えることになるのかも知れない
が，今後の重要な課題であろう。
　③上で述べたことに関連して，企業の社会報告の理論構築にあたっては，
現代企業の特質の統合的な把握のうえにたって，その個別的側面と社会的側
面を統合的に捕捉できるような体系を考え，非財務数値を財務数値に接合し
た体系的な「社会関連会計システム」の構築が重要であると考えられる㈹。
　上で述べたように，本書は，このような今後の課題をもってはいるが，社
会関連会計の現在の到達水準を示す「卓越した文献」であり，この領域にお
ける最近の「金字塔的著作」であるということができよう。
（84）社会関連会計の体系については，前にみたように，一連の拙著（「付加価値会計の研
　究」・「社会関連会計の展開」・「現代企業の経営分析」）や，関係拙稿を参照のこと。
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